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特定非営利活動法人ACE 賃金規程

(目 的)

第1条 本規程は、当団体就業規則の規定に基づき、職員の賃金に関する事項を定めたものです。

(賃金の定義)

第2条 この規程に定める賃金とは、労働の対価として支払われる通常の賃金をいいます。

(適用範囲)

第3条 この規程は、就業規則に定める正職員に適用します。

(賃金の構成と分類)

第4条 賃金の構成と分類は ド記のとおりとします。

①基本給

②諸手当(役職手当、住宅手当、家族手当、特別手当、通勤手当)

③割増賃金

a,時間外勤務割増賃金

b。 体詈勤務割増賃金

c.深夜勤務割増賃金

(賃金の計算期間と支払日)

第5条 賃金 (臨時に支給するものを除く)は、当月 1日 から当月末日までの分について、当月 25日 (休

日J)場易・合:ま前日)iこ :支ヴ轟 まヽ
‐
夕。

2。 前項の定めに拘らず、次の各号の 1つに該当するときは、職員 (本人が死亡した場合はそ
の遺族)の請求により、賃金支払日以前であっても、既往の勤務に対する賃金を支払いま

す。

①本人の死亡、退職、解雇のとき

②本人またはその収入によって生計を維持する者の出産、疾病、災害、婚礼または葬儀など

の臨時の費用に充てるとき

③他特別の事情がある場合で、当団体が必要と認めたとき
3.新 たに職員となった者には、その日から賃金を支給し、昇給、降給等によって賃金に異動

を生じた者には、その日から新たに定められた賃金を支給します。
4.前 各項の規程により賃金を支給する場合であって、その月の初日から支給する以外のとき、

またはその月の末日まで支給する以外のときは、その賃金額は、勤務を要しない日を差し

引いた日数を基礎として日割によって計算します。

5.職 員が業務上の理由により死亡した場合、その月の賃金全額を支給 します。

(欠勤および休職者等の賃金)

第6条 職員が業務上負傷しまたは疾病にかかり、就業できない場合は、労働災害補償保険制度の休業

補償給付を受けるものとします。
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2.職 員が業務以外の負傷または疾病により就業することができない場合は、健康保険制度の

傷病手当金を受けるものとします。

3.通 勤災害による体業の場合は、その翌日から賃金の支払いを停止 し、労働災害補償保険法

の休業給付を申請するものとします。

(賃金の支払方法および控除)

第7条 賃金は通貨で直接本人にその金額を支払います。ただし、次に挙げるものは支払のときに控除し

ます。なお、職員が本人の銀行日座への振込みを申し出た場合にはその方法で支払われます。

①源泉所得税

②健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、雇用保険料

(賃金の計算方法)

第8条 遅え、早退または欠動などにより、所定勤務時間の全部また|ま
‐部を体業した場合は、その体業

した時間に対応する基本給を支給しません。ただし、この規定または就業規則に別段の定めのあ

る場合はこの限りではありません。

2。 前項の場合において、休業した時間の計算は当該賃金締切期間の末日において合計し、30

分未満は切り捨てます。

3.賃金精算期間における賃金の総額に 1円未満の端数を生じた場合は、これを 1円に切り上

げます
い
。

4.賃 金の計算期間の途中で入職、退職、休職または復職した場合の賃金は、日割計算にて支

払います。この場合、 1か月の所定勤務日数を 20日 として計算します。
5。 制裁による減給もこの日割計算を準用します。

6。 テレワーク勤務時においては、「テレワーク勤務規程」第 12条 5項 (テ レワーク勤務中

における待遇・欠勤控除、遅刻 0早退控除)に定めます。
|

l

(年次有給休暇の賃金)

第9条 規則第41条に定める年次有給体暇については、基本給計算上、所定就業時間就業したものとし

て取り扱い、通常の賃金を支給します。

(慶弔体暇等の賃金)

第10条 慶弔体暇等により勤務しなかった時間または日の賃金については、支給しないものとします。た

だし、次に掲げるものは有給とします。

①本人が結婚するとき

②配偶者が出産するとき

③配偶者、子または父母が亡くなったとき

④義父母、祖父母が亡くなったとき

2。 前項の場合において、休業した時間の計算は当該賃金締切期間の末日において合計し、30

分未満は切り捨てます。

(体職期間中の賃金)

第11条 就業規則に定める体職期間中の賃金については、支給しないものとしま・九

(臨時休業の賃金)

第12条 団体の都合により職員を臨時に体業させる場合には、体業手当として体業1日 につき平均賃金
60%を支給l′ます。
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(賃金を支給 しない場合)

第13条 職員が、次の各号:こ該当する場合は、その体業した期間または時間に対する賃金を支給しませ

んr.

①就業規則に定める懲戒規定に基づく出勤停止に伴う不就業

②当団体の指示に基づかない就業または不就業

(基本給)

第 14条 基本給 :■月織および日給月給制とします。

2.基 本給は、本人の年齢、能力、経験、技能および職務内容などを勘案 して各人ごとに決定

します。

(役職手当)

第15条 :舞職者には、次3「♪役職手当を支給します。

代表(常勤で勤務する場合)50,000円
事務局長        50,000円
事務局次長        30,000円

(住宅手当)

第16条 本人の賃貸契約に限り、月額 20,000円を超える家賃を支払つている場合、月額 10,000円 を住

宅手当として支給します。

(家族手当)

第17条 扶養家族を有する織員には、次の家族手当を支給する。扶養家族は、健康保険法に該当する者

とし、子については第二子までとする。

① 配偶者 月額 8,000円

② 子ども(21歳以下)月額 3,000円 /人

(一時金)

第18条 組織全体の業績が良好と判断された場合、業務成果が優良と評価されたものに対し一時金を支

給することがあります。

(時間外勤務割増賃金、体 日勤務割増賃金、深夜勤務割増賃金)

第19条 i所定勤務時間を超えてまたは休 日lこ勤務した場合には時間が勤務割増賃金または休 日勤務割

増賃金を、深夜 (22時から5時までの間)において勤務した場合には深夜勤務割増賃金を、それ

ぞれ次の計算により支給します。

2.所 定勤務時間を超えて、または体 日に勤務 した時間が深夜に及んだ場合は、それぞれ、時

間外勤務割増賃金または休 日勤務割増賃金と深夜勤務割増賃金を合計 した割増賃金を支

給 します。

(通勤手当)

第20条 通勤のために交通機関や駐輪代を利用し、その運賃または料金を負担することを常例とする職

員には、交通費の実費を支給します。ただし、通勤距離が直線距離片道 1キロメートル未満であ

る場合は除きます。

× 1、25×
月

ス1.35X

× ×

月
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2。 通勤のために交通機関や駐輸代を利用する職員には、通勤手当として実費を支給 します。

3.通 勤経路は、最も合理的かつ経済的なルー トとします。

4.通 勤定期券が使用できる場合は、最長期間 6か月 (あ るいは 3か月)の実費とします。そ

の場合、職員は別紙の通勤定期購入申請書に記入 し、事務局へ届け出なければなりません。

5。 通勤にかかる交通費の上限は 1人年間 480,OCЮ 円とします。

6。 前項にかかわらず、テレワーク勤務の場合の通勤手当は、「テレワーク勤務規程」第 12
条 3号に基づき、在宅勤務 日、モバイルワーク勤務日の通勤交通費は支給 しません。サテ

ライ トオフィス勤務 日には、自宅～サテライ トオフィスまでの通勤交通費を別途支給しま

す。

|

:

(昇給・減給または賃金の改定)

第21条 昇給・減給または賃金の改定は、原則として毎年9月 に技能、勤務成績等を勘案し、昇給・減給

または賃金の改定が必要なものについて行い、9月 に支給する賃金より適用します。ただし昇給・

減給または賃金改定の決定が遅れた場合は、9月 に遡つて差額を支給するものとします。
2、 前項の定めに拘らず、団体の業績や運営上の都合、その他やむを得ない事情が生じた場合

は、昇給・減給または賃金改定をしない、または時季を変更することがあります。

(昇給・減給資格者および欠格者)

第22条 昇給・減給は、原則として引き続き6か月以上勤務した者 (試用期間を含む)について行います。
2.前項の規定に拘らず、次に挙げる者は原則として昇給の資格を有しないものとします。

①勤務外の事由により、実就業日数が所定の就業日数の 3分の 2に達しない者

②休業中の者

の規程は、平成 24年 4月  1日 から施行 します。

の規程を改廃する場合には、職員の意見を聞いて行われます。

改訂 :2014年 4月 13日

2016年 2月1 14日

2021年 3月  1日

則

こ

こ

附

１

２



書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項|[①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ メL数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

特定非営利活動法人 ACE 事 業 年 度 令和 2年 9月 1日 ～令和 3年 8月 31日法人名

1 収益の源泉別の明細

(2' 借入金の明細

該当なし

収 益 源 泉 の 内 訳 金 額

受取会費 5,074,000円

受取寄付金 62,297,325円

受取助成金 14,566,0似}「]

事業収益 69,377,648円

その他収益 187,347円

過年度損益修正益 532,400円

円

円

円

樹

円

円

円

円

∧
口 計 152,034,720円

借 入 先 金    額

A
口 計 35,459,000円

会員からの預託金 600,000円

西武信用金庫からの長期借入金 4,859,000円

日本政策金融公庫からの長期借入金 30,000,000円

円

円

(3)その他



2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

ろ |の上位 5者

(2) 用の生 る |の上位 5者

(3)役員、社員、職員若 しくは寄附者又はこれらの者の規族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含ま」ゝ。)

11,6(bl,■ (トマi→ 寄付、謝金

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額

60,454,350円 委託業務収入

lQ000,∝Ю円

9,100,000円

助成金

寄付、法人賛助会費

取 ワ1 内 容 等

4,300,aI〕 聾 寄付、法人賛助会費

取引金額 取 ワ1 内 容 等氏名又は名称 作所又は所在地

39,791,∞ 3円

12,276,665円

委託業務実施費

ガーナのカカオ産地で

の子ども支援プロジェ

ク ト実施費

インドのコットン産地

での子ども支援プロジ

ェク ト実施費

PR業務外注費、
3,988′ 525}■]

3,431,470円

1,776,911円 システム利用手数料

取引先の氏名等
法人 との

関  係
譲 渡 資 産 の 内 容

渡

日月

譲

年
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等

円

円

円

該当なし



ロ け

ハ (施設の利用等を含む。)

法人 との

関  係

貸  付

年 月 日
貸付資産の内容取 引先 の氏名 等 対 価 の 額 そ の他 の 取 引条 件 等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

法人との

関  係

役務の提供

年 月 日
役務の提供の内容 対 価 の 額 その 他 の取 引 条 件 等

R02.09.01
3,960,000円

]103.03.31

円

PR業務委託

(月 33万円)

取 引 先 の 氏 名 等

樽

円

円

円

円

円

円



3 寄附者に関する事項 [0寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る.)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

　

円

円

　

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

　

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額]

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者と特殊の関係にある者 (注 1)(以 ド「役員等」という)に対する報酬又は給与の支給について

記載してください.

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の規族又はこれらの者

と特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社長、職員著しくは寄附者若 l.く よtこれらの者の配偶者若しくlt三親等以内の親族

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実 L婚姻関係と同様の事情にある者

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若し

くは三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

等に対する

(注 2)注 1の①～④の

(口 を除く )

し

ロ

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 差 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

6人 6,588,114円

氏    名 職 名
法人との関係

(注 2)
報酬|`給与の

区    分
支 給 期 間 等 支 給 金 額

5,318,348円

5,156,145円

4,497,433円

給与 令和 2年 9月 1日 ～

令和 3年 8,131日
給与 令和 2年 9月 1日 ～

令和 J年 3月 31日

給 与 令和 2年 12月 1日 ～

令和 3年 8月 31日

給与
′
1)和 2年 9月 1日 ～

令和 3年 8月 31日

集 計 期 間 令和 2年 9月 1日 ～ 令和 3年 8月 1日



支 出 先 の 名 称 等 住    所   等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

該当なし 円

円

円

円

円

興

円

円

円

円

合   計 円

5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに
その実施 目]

実  施  日 使 途 金   額

R02.09,25

]102.11.25

]R02.12.24

1ヨ103.08.16

]102.12.24

ガーナ「スマイル・ガーナ プロジェクト」実施費

ガーナ「スマイル・ガーナ プロジェクト」実施費

ガーナ「スマイル・ガーナ プロジェクト」実施費

ガーナ |スマイル・ガーナ プロジェク ト」実施費

インド「ピース 0イ ンド プロジェクト」実施費

4,795,2001■」

2,756,137円

2,615,750円

究731,154円

2,419,045円

R03.06.04 インド「ピース・インドプロジェクト」実施費 1,012,425円

肖

円

ロ

円



法人名 特定非営千:厳ξコ珈1去人ACE わ 湘

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

('特定の法人の役曼又は使用人である者及びこホ,らの者の親族等

ノ

口 各社員曇表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び

帳簿審類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 1支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

(注 1)

0主 2)

各襴D人警割よ 第3表付表1「役員1酬夷1殉 から帽出してくださしゝ

CttuD二ついては、4,政点以下第2位を切り捨てた数饉欄 してくださし、

G男)33_ 333・・・%| - 33_396

日

役員数

最も人数が多

い I淑族等|の

グループの 人

数

②

割 合

tヽク丁じ′

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれ外の者の親

族等」のグループの人数

④

割 合

0÷O

項  目

区  分

① ③ ⑤

◎

令和2年9月 1日

～令和 3年 8月 31日

11た 秦 .1、 0,ネ 0ム、 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

0 年  .月  ロヘ́ 1年  .興  日
人 人 % %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 %

人

人

人

%

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % %

人 %申 調 時 人 人 %

各社員の表決権が平等である 0 ⑮ 0 ④ ◎ 申 請 時

上記を証する書類|の名称とその辮

:■・ 縄 轟 ヽ

い い た

:まヽヽ 縄屁｀

VW｀え

:まい

いいえ

:まし・

υν` ラ`(_VW｀え いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条段議系)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

儀菫事0
・ 認定基準等チエック表 (第 3表)lム 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても議 び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効繭間の更新の申請に当たつてiム 法第弱栄第1項に基づく書類 (役員1報酬規程等提:ittiこ記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項 日 ④ ⑮ 0 ① 0 申 請 時

美れ ,‖
“

職決計士ズ鷺涎邸ュム
`尋
蛙 :査

を受け
‐
(いる

はい

\L \z
多まヽ ヽ

いいえ

:'』:じ ヽ

いいえ

:まもヽ

いいえ

|まい

いいえ

:まli

いいえ

帳簿書類の購付け、取引の記録及び帳簿署類の

保存キ毒
=聾

犠け感こ準暮て行‐っている

rはぃ ヽ

｀ -4-/

■ttえ

はい

1ヽ え`

はい

を` キ` ■

:まい

■ヽ えヽ

はい

いいえ

liい

いいえ

項 目 0 ⑤ 0 0 0 申 講 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適Tな経理の有無
有 無 有・無 有・ 無 有・無 有 二無 有・無

第3表 (りGD

餞菫コ動

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出1書燈)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

=l

0 ■において.「費途が明

…

い支出」と:ム せムが費用として支出した金輌のうち、その費途を1確認することができないも

のをいい、法人が名日に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たりますも なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない更出がある場合ゝ 当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできません。

3

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各樹 区分欄の「③」から「◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表 :l役員の状況lを認載して、l① l、 !②!及

び 5t=:::4ML櫂 :こ誼当する∴兼轟転記しまFit

口の各欄 該当する‐方を「〇」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

は 「定款 (�ま会員0第O条に工会員の表決権 (又は議決

機)は平等:こ
‐
票を与えると趣jれ のよう:こ記載します4

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「C洵 から「Q」 については、婚己イに講 る各

期間 (50」 から「◎」)を示したものでり1

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [ltι ≧L
lLI`⊇」_」L」L」盪含:!ヨ」墨E菫塾国壁:豊埜」盪S

付L工くださL
O 輌帳簿書類t劉樹凛i取ヨ140記録及

び限簿書類の保存を青色申告法人に準

した塑議型墜週L_笙旦塁己1ゴ:菫」:L_11医 :饉:墜」L

織の状況」を記載し添付してくださし、

じて行=っている」の「はい」に「01

二の各欄 該当する 方を「0」 で田織 すし

なお、「①りから「◎」について|ム 上記イに記哉する各

期間 α動 から R21)を示したlヵのです。



書式 1第 8号 (法第 44条・51条・58条関係 )

役 員 の 状 況 第3表付表 1

法人名 特UF瞥 :括輔 秋 ACE ③ ① ◎ ① ⑥ 申 請 時

役  員  数

(1)最も人数が多い「親族等」のグループの

12)最 1)人数が多い「特定の法人の役認 は

使用人である者並びにこれらの者の親族

等」のグループの人数

11人 人 人 人 人 人

人0人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

殺1員 の 内 訳

氏  名

就 任 等 の 状 況

住  所 職名 続柄等
劇I二・,留毛́

④ ⑤ ◎ ① ◎ 申請
'ギ

尾上錯的 自香 理事 ○

細7年

8月 8日

就任

月�ミ裕 理事 ○

H17年

8月 8日

就任

馬場(自′
～

朋子 理事 ○

H17午

8月 8日

就任

安永 者た 理事 0

鯰1年

3月 20日

就任

新谷 大輔 理事 ○

″12年

3月 24日

就任

宮本 聡 理事 ○

畿7年

11月 21

日就任

松本 鯛翔)蔦理 理事 0

H27年

11月 21

霞嘉目■

入石 員子 監事 ∪

塑 年

3月 2)日

就任

欠1奇 オ生 監事 0

122年

3月 2日
■卜″
ワL:ル

理年

11月 21
羽牛田 慶介 理事 〇



日就イ■

曖□菫コ

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出」嗣口|に記載した事項について、添付

を省略することができます。

菊地
:OJ籠

■)苗香子 理事 0

炒年

11月 21

1時樹壬



帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

法 人 名 特定非営澤I拓野動法人血(】

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期

出入金伝票 単票 随時

総勘定元帳
会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ
随時

外貨出1納限
エクセル使用

ルーズリーフ
随時

仕訳日記帳
会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ
随時

保存期間

7年

7年

7年

7年

賃金台脹
エクセル使用

ルーズリーフ
月 1回 7年

固定資産台帳
税務ソフト (達人)使用

ルーズリーフ
随時 7年

棚卸資産台帳
エクセル使用

ルーズリーフ
Ш目 7年

(記喘要働

・ 「伝票又触崚障名」欄は、例えば 晴詮出」鋼砲、「齢1勘定元輻し、「経費晨:などのように配載します。
口 喝誡潮調日の形態』欄よ『3牧機写伝漂し、ウι―ズリーラ』、:暑T相舞」などのように配載します。
・ 『記組の時期」椰よ『毎日ょ『一週間ごと」のように記載します。
・ 認定の有効期間D更新の申請に当たつて|よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程率提出書類)に配載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



書式第 10号・ (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表 (第 4表) (初葉)

法人名 椰 誹 断 :掘議法人ACE チ.Lノタ欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

′

項
］
＝ 0 ⑤ 0 0 ◎ 申請昴寺

宗教の教義を広め、儀式を行へヽ 及

び信者を教化育成する活動
有 ・ 無有 毎 鉦

‘ヽ、、有
有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無

有 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有・ 無
有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこオじこ反対する活動

特定の公職

―

しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有 る:ヽ

くニノ 有・ 無 有・ 無 有 。無 有 ・ 無
有 ・ 無

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 中粛郭寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支綸とt′て過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別C禾:盤畠の供与の有無

有
有・無 有・無 布 。無 有・無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡α時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

議渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して騎男I∫の不1溢:の供与の有無

efお ,1'ヽし
十■ 性 偽・無 有・雄 h・ lit

有 。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の則産の運用及び事業の運営

に関して特別の利静の供与の有無

/~｀

有 じヽ
有。無 有・無 有 。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の僕補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無 有ヽぎ|ノ
偏|・ 栞 有・無 4]・ ■簑 有・無 有・無

健菫申D
r 『認定基準等チエック表 (第 4表)」 :ま、法第55条第1項に基づく書類 (役員報職柳層割目」劇Dの提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チエツク豪 第4豪 (瀕輔Dい戯び二)」 の記取及び添付の必要はありま
せん.

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて|よ 法第騒条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項につい

て、静付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人ACE 千ロ ク欄

5 次に掲げる:書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事藁報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

′

口調ヨ図Eコ冨菱E目肇■団∃

次に掲ずる書類について閲覧の請求があった場合に,よ 正当な理由がある場合を除きこれをそ 同  意

の事務所において閲覧させることに同意する。

嶽閲覧に関する細剛 網い薦回0等がある機筆0ま 枷 創麟鷹農,等を蘇村してくださlゝ
する しない

① 事業報告書等 (事業報告書、財産日録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以 Lの者の

氏名及び住所又は居所を記した:書励

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写ひ

イ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書煩

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又国職員給与の支給に関する規程

次の事項を副載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益●′
!:_ず割駆瑚蒙メ費1用●′

I:ず る取うい千れぞれ:こ
′〕いて、取引金額1勢多い上位5者との取引

。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 縮   (役員、役員の記偶者若しくは三親1等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割射金の額の事業年度中の合計額が加万円以 卜であるものに限る。)の氏名並て■こその寄附金の額及び受領年月

精

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

ホ

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第13号・
(法第44条・51条・58条躍粥系)

認定基準等チェック (第 5

は菫率的

・ 目E薔摯等チエック表第5衰は、法第55■●:11項1=二づく

'菫

(1日員■日鵬田田時提出■曖Dの理出時に口

"及
び嬌付する凛臓

があります。
・ 離 の棚

…

柵
一

は 澤付の必要はあ,ません。



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 6、 7、 8表 )

法:人名 特定:プト営千1銘

=竜

施ミ人頗E

認定基準等チェック表  (第6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チエック表 (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

たッタ欄

事業年度 設立年月日

撻意中田

・ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たって!ム 認定基準等チェック表 (第 6表及び第彗表)

,ま、ヨ雷表する屁旧署はありまtξメし。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:ム 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記職の必要はありません。また、法
第轟彙第1項iこ基づく書類 喀韻日日踊腱噂提出書類)に記載した事項について、載めて記載する必要iまありません。

61秦横申li定測欄 28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

テサタ‖踊

特定非営オl活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員名簿載びに定款等の所轄庁への提出の有無

ヽジ く:参 く〔夢 じ C

有 笠 有 」霊 有 無 有 鉦 有 任

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事疑 の他燿出こ反する事実がないこと

チェッタ欄日

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により,何ら力V)利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

O認定基準等チェック表 (第フ表)は、法第馬条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書類Dの提出時に記載及
び添付する必要があります。

申 請 時③ ⑤ ◎ ① ◎

有 」饉 有 」盤 有 」盤

有
有 。 無 有 」盤



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チエック表

法人名 特定非営禾lほ動法人ACE 千,ッタ欄

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り
合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当1該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定
特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消じの日から5年を経過しないもの

日 禁個以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは仰1法 204条等∝瞬嗅1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ
り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 黒カロ0構成員等鑑‐項2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 颯

5 3年を経過tない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 曇力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

1 次のし

イ 認定特定非営禾1雌:コ曜ミ人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営和:幡動法人が傷認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定メド折1蝙勘法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

有

C)ロ ルヽら

ロ 禁釦以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5

しなし
有 鉦

ハ 特定非営申|1雁口1足進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に〕蜘反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

るジ:嶺曝,二違反したことにより、罰眸弾il,■処せられ、そ″埼奸1が終わった目又はその執行を受け′うこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

′旬

有 鉦

2 L.1′〕日から5年を経過L.ない法人 は い ・ :`ヽ :′

してレ はい3 し`

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人

はい ヽ

認定、捩藤定ス:― の動 の中薇時に、■菫二E螢●面饉陸 整 :睡 1■鐘 量 :鮨」1墜iF

添付

書類 (注 1)その他の事翻 藤ある場′斜よ その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も剤 すること

性

ｒ
ｕ Llから3 しなι :まい い キ

次の1可
ヨ
れ力ヽこ該当する法人

\L \z

6

‐イ

ロ
は い

。

はい


